
財務諸表

（水源林勘定）

平成２９事業年度



（水源林勘定） （単位：円）

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 7,254,622,746

前払費用 13,814,944

未収収益 74

未収入金 2,271,701

未収還付消費税等 74,335,399

その他の流動資産 47,025,329

7,392,070,193

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

水源林 1,035,386,415,097

建物 46,907,979

減価償却累計額 △ 33,574,020 13,333,959

構築物 57,247,878

減価償却累計額 △ 23,192,681 34,055,197

工具器具備品 99,809,330

減価償却累計額 △ 75,240,886 24,568,444

土地 1,268,738,000

有形固定資産合計 1,036,727,110,697

２ 無形固定資産

ソフトウェア 44,654,963

電話加入権 320,000

工業所有権仮勘定 30,909

無形固定資産合計 45,005,872

３ 投資その他の資産

敷金・保証金 132,856,032

投資その他の資産合計 132,856,032

1,036,904,972,601

1,044,297,042,794           資産合計

貸　借　対　照　表

（平成３０年３月３１日）

  流動資産合計

　固定資産合計



負債の部

Ⅰ 流動負債

一年内償還予定森林研究・整備機構債券 3,100,000,000

短期借入金 11,172,500,000

未払金 166,860,811

未払費用 79,947,185

預り金 22,761,335

仮受金 151,320,438

その他の流動負債 777,600

14,694,167,369

Ⅱ 固定負債

資産見返負債

　資産見返補助金等 103,971,913 103,971,913

森林研究・整備機構債券 3,100,000,000

　債券発行差額（－） △ 273,828 3,099,726,172

長期借入金 107,270,000,000

引当金

退職給付引当金 2,627,223,268

113,100,921,353

127,795,088,722

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 740,626,659,170

740,626,659,170

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 173,649,717,664

173,649,717,664

Ⅲ 利益剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 1,396,987,511

積立金 324,608,788

当期未処分利益 503,980,939

（うち当期総利益 503,980,939 ）

2,225,577,238

916,501,954,072

1,044,297,042,794

流動負債合計

         純資産合計

      　　 負債純資産合計

利益剰余金合計

固定負債合計

          負債合計

資本剰余金合計

資本金合計



（水源林勘定） （単位：円）

経常費用

分収造林原価 125,858,585

販売・解約事務費 396,207,437

水源環境林業務費 8,402,400

復興促進業務費 19,788,000

一般管理費

人件費 505,202,192

退職給付費用 28,215,859

減価償却費 32,576,146

賃借料 62,384,560

消耗備品費 9,279,239

諸経費 44,557,781

その他一般管理費 52,584,513 734,800,290

財務費用

借入金利息 1,215,284,533

債券利息 130,715,467 1,346,000,000

雑損 1

2,631,056,713

経常収益

分収造林収入 494,779,795

販売・解約事務費収入 399,704,162

国庫補助金等収益 1,575,574,304

水源環境林負担金収入 840,240

資産見返負債戻入

資産見返補助金等戻入 32,576,147 32,576,147

財務収益

受取利息 538 538

雑益 131,562,466

2,635,037,652

3,980,939

当期純利益 3,980,939

前中長期目標期間繰越積立金取崩額 500,000,000

当期総利益 503,980,939

損　益　計　算　書

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

経常費用合計

経常収益合計

経常損益



（水源林勘定）

（単位：円）

Ⅰ

原材料又はサービスの購入による支出 △ 15,342,459,717

人件費支出 △ 3,137,475,609

その他の業務支出 △ 681,938,277

消費税還付による収入 59,970,988

造林事業収入 1,202,410,281

国庫補助金等収入 17,860,593,129

補助金等の精算による返還金の支出 △ 331,852

　　　　小計 △ 39,231,057

利息の受取額 524

利息の支払額 △ 1,691,410,752

△ 1,730,641,285

Ⅱ

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 18,719,753

敷金及び保証金の差入による支出 △ 16,293,778

敷金及び保証金の回収による収入 4,344,500

△ 30,669,031

Ⅲ

債券の償還による支出 △ 3,100,000,000

長期借入れによる収入 5,900,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 11,427,500,000

政府出資金の受入による収入 10,774,000,000

2,146,500,000

Ⅳ 資金増加額又は減少額（△） 385,189,684

Ⅴ 資金期首残高 6,869,433,062

Ⅵ 資金期末残高 7,254,622,746

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー



（水源林勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 503,980,939

当期総利益 503,980,939

Ⅱ 利益処分額

積立金 503,980,939 503,980,939

利益の処分に関する書類



（水源林勘定） （単位：円）

Ⅰ

（１）

125,858,585

396,207,437

8,402,400

19,788,000

734,800,290

1,346,000,000

1 2,631,056,713

（２）

△494,779,795

△399,704,162

△840,240

△538

△131,562,466 △1,026,887,201

業務費用合計 1,604,169,512

Ⅱ 損益外減価償却相当額 0

Ⅲ 損益外減損損失相当額 210,582,383

Ⅳ 損益外除売却差額相当額 1,366,438,751

Ⅴ 引当外賞与見積額 5,908,311

Ⅵ 引当外退職給付増加見積額 12,379,767

Ⅶ

政府出資等の機会費用 405,695,644

Ⅷ 行政サービス実施コスト 3,605,174,368

財 務 費 用

一 般 管 理 費

分 収 造 林 原 価

販 売 ・ 解 約 事 務 費

復 興 促 進 業 務 費

水 源 環 境 林 業 務 費

雑 損

行政サービス実施コスト計算書

（平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日）

業務費用

損益計算書上の費用

（ 控 除 ） 自 己 収 入 等

分 収 造 林 収 入

販 売 ・ 解 約 事 務 費 収 入

水源環境 林負 担金 収入

雑 益

機会費用

財 務 収 益



（１）有形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　２～２４年

　　構築物　　　６～１５年

（２）無形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　２．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

　該当事項はありません。

（２）賞与引当金

　役職員の賞与については、国庫補助金等により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しておりません。

　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、事業年度末に在職する役職員について、当期末に
おける賞与支給見込額から前期末における賞与支給見込額を控除して計算しております。

（３）退職給付引当金及び見積額の計上基準並びに退職給付費用の処理方法

　役職員の退職給付に備えるため、退職給付に関する会計基準、森林研究・整備機構役員退職手当規程及び森林研究・整
備機構職員退職手当支給規程に基づき、当期末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。
　過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生時から定額法により費
用処理を行っております。
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12年)をもって、発生翌
年度以降定額法により費用処理を行っております。
　なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、独立行政法人会計基準第38に基づき計算
された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　３．有価証券の評価基準及び評価方法

　４．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　５．支払利息の原価算入について

　６．水源林の価額及び評価方法

　７．債券発行差額の償却方法について

　８．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

重要な会計方針

　債券の発行差額は、償却原価法（定額法）により償却しております。

　平成20年４月１日時点において標準伐期齢以上の立木は、平成20年４月１日時点の市場価値（正味売却価額）による評価
額に評価日以降の投資額を加えた額。

　平成20年４月１日時点において標準伐期齢未満の立木は、平成20年４月１日時点の取得原価に評価日以降の投資額を加え
た額。

　１．減価償却の会計処理方法

　政府出資等の機会費用は、資本剰余金相当額を含めた政府出資等の純額に一定利率を乗じて計算しております。

　該当事項はありません。

　水源林造成事業の支払利息は、国庫補助金により調達している部分を除き、原価に算入することとして、水源林に含めて
おります。

　該当事項はありません。



　９．消費税等の会計処理

１０．その他の重要な事項

　一般管理費の会計処理

　水源林造成事業に関する共通経費は、水源林に計上せず、一般管理費として損益計算書に計上しております。

１１．重要な会計方針の変更

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

　該当事項はありません。



（１）水源林の価額

①平成20年４月１日時点の市場価値（正味売却価額）による評価額にその後の投資額を加えた額

②平成20年４月１日時点の取得原価にその後の投資額を加えた額

（２）支払利息のうち、当期に原価算入している額

（３）役職員の引当外賞与見積額

円

資金期末残高 円

（行政サービス実施コスト計算書関係）

（１）行政サービス実施コスト計算書における機会費用

　政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　10年利付国債の平成30年３月末利回りを参考に0.045％で計算しております。

（２）引当外退職給付増加見積額のうち、12,379,767円については、国及び地方公共団体からの出向職員に係

るものであります。

（金融商品の時価等の開示）

（１）金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用は短期に限定しております。

　借入金の発生利息の一部は国庫補助金等により補てんされております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

（注1）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注2）金融商品の時価の算定方法に関する事項

 ①現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 ②森林研究・整備機構債券（一年内償還予定森林研究・整備機構債券を含む）

　当法人が発行した債券の時価は、市場価格によっております。

 ③長期借入金（短期借入金を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。

　借入金等の使途は事業投資資金（長期固定）であり、将来の金利動向によっては高い金利で借り換えざる
を得ないという金利の変動リスクに晒されています。

7,254,622,746

①現金及び預金 7,254,622,746      

（キャッシュ・フロー計算書関係）

7,254,622,746

注記事項

313,028,753円

（貸借対照表関係）

948,966,011,026円

86,420,404,071円

205,188,307円

現金及び預金勘定

(118,442,500,000) (124,075,463,434)

　借入金及び森林研究・整備機構債券（以下「借入金等」という。）は、国立研究開発法人森林研究・整備
機構法第１７条の償還計画に基づき管理しております。

 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

区　　分 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(△ 5,632,963,434)

7,254,622,746         - 

②森林研究・整備機構債券
（一年内償還予定森林研究
　・整備機構債券を含む）

(6,199,726,172) (6,305,710,000) (△ 105,983,828)

③長期借入金
（短期借入金を含む）



（退職給付引当金関係）

ａ．採用している退職給付制度の概要

　　

ｂ．退職給付債務の期首残高と期末残高 （単位:円）

退職給付債務の期首残高

勤務費用

利息費用

数理計算上の差異の当期発生額

退職給付の支払額

過去勤務費用の当期発生額

その他※

期末における退職給付債務

※森林保険勘定からの振替額

ｃ．退職給付債務に関する事項 （単位:円）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）＝（Ａ）－（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｅ）

（Ｄ）＋（Ｅ）

ｄ．退職給付費用に関する事項 （単位:円）

ｅ．退職給付債務等の計算に関する事項

①割引率（単一の加重平均割引率）

②退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

③過去勤務債務の費用処理年数 12年

④数理計算上の差異の処理年数 12年

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生時から定額法により費用処理を行っております。）

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っております。）

 退職給付費用 167,565,689

0.80%

 数理計算上の差異の費用処理額 17,164,163

 政府交付金の財源措置があるため引当金を繰入れなかった額（△） 0

 利息費用 21,231,608

 過去勤務債務の費用処理額 △ 44,622,624

 退職給付引当金 2,627,223,268

区 分
当　期

（自 平成29年４月１日
　  至 平成30年３月31日）

 勤務費用 173,792,542

 貸借対照表計上額純額 2,627,223,268

 政府交付金の財源措置があるため引当てなかった額（△） 0

 未認識数理計算上の差異 102,492,125

 未認識過去勤務債務 △ 424,608,819

173,792,542

 退職給付債務 2,305,106,574

△ 108,412,222

△ 131,676,299

2,305,106,574

区 分 当期末
（平成30年３月31日現在）

2,140,303

21,231,608

△ 1,142,172

　確定給付型の制度として、役員について森林研究・整備機構役員退職手当規程、職員について森林研
究・整備機構職員退職手当支給規程による退職一時金制度を設けております。

区 分
当　期

（自 平成29年４月１日
　  至 平成30年３月31日）

2,349,172,814



（固定資産の減損関係）

（１）減損の兆候が認められたが、減損を認識しなかった固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
（単位:円）

（２）認められた減損の兆候の概要

（３）減損を認識しない理由

（４）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要
（単位:円）

（５）減損の認識に至った経緯

（６）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の固定資産ごとの内訳

（単位:円）

（７）回収可能サービス価額

（リース取引）

オペレーティング・リース取引

貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 円

貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 円

（重要な債務負担行為）

（重要な後発事象）

〃　

〃　

〃　

〃　

〃　　

〃　　

〃　　

〃　　

〃　　

〃　

長崎県西海市　他22契約地 201,392,965

〃　

石川県白山市　他1契約地 10,506,787

水源涵養等公益的機能の発揮

群馬県多野郡 1,589,990

② 水源林 宮城県栗原市　他12契約地 103,054,763

山口県山口市　他4契約地 54,983,780

熊本県球磨郡　他42契約地 1,440,651,736

長野県岡谷市　他2契約地 10,271,492

用　途

京都府南丹市　他6契約地 73,493,454

群馬県多野郡　他1契約地 8,714,780

区分 種　　類 場　　　所 帳 簿 価 額

長野県岡谷市　他1契約地 9,077,093

長野県岡谷市　他2契約地

場　　　所 帳 簿 価 額

岡山県美作市　他13契約地 322,269,829

用　途

① 水源林 宮城県栗原市　他11契約地 476,342,220 水源涵養等公益的機能の発揮

区分 種　　類

備　考

損益外処理

群馬県多野郡 308,434

種　　類

水源林

場　　　所 減 損 額

② 宮城県栗原市　他9契約地 69,627,687

区分

7,573,214

石川県白山市　他1契約地 8,338,534

山口県山口市　他4契約地 44,136,727

長崎県西海市　他16契約地 80,597,787

　②水源林については、売買契約が成立したため、実際の売却価額を正味売却価額としています。

　①水源林については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結したため、今
後当該資産の使用可能性（水源涵養等公益的機能の発揮）の著しい低下が見込まれると判断していま
す。

23,497,600

〃　

〃　

〃　

〃　

5,587,500

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

　②水源林については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結し、今年度造林
木売買契約も締結されたため、当該資産を法人自らが使用しないという決定を行い、当該決定を行った日
の属する事業年度内における一定の日以後使用しないという決定であるので、減損を認識しています。

　①水源林については、契約相手方と主伐に伴う造林木の販売に関する協議・承諾を締結しました
が、現時点では、造林木売買契約が締結されていないため、売買契約が成立するまでの間は、当該資
産がその使用目的に従った機能を有しているため、減損を認識していません。
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